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10 税金・公共料金

1．税金（所得税・消費税・住民税・個人事業税・贈与税・相続税）の減免、非課税　共通
種　類 内　容 金　額 備　考

所 得 税

障害者控除
（本人又は同一生計配偶者、若しくは扶養
親族が障害者（重度以外）の場合）

所得控除
27万円 ※控除、非課税の対象

身体障害者手帳・療育手帳・
精神障害者保健福祉手帳を有
すること等（以下同様）

問 最寄りの税務署
大垣　　TEL 0584-78-4101
岐阜北　TEL 058-262-6131
岐阜南　TEL 058-271-7111
関　　　TEL 0575-22-2233
高山　　TEL 0577-32-1020
多治見　TEL 0572-22-0101
中津川　TEL 0573-66-1202

※税に関する一般的な相談は、自
動音声で案内していますので、
最寄りの税務署に電話した後、
音声案内に従って番号を選択し
てください。

特別障害者の障害者控除
（本人又は同一生計配偶者、若しくは扶養
親族（同居以外）が重度の障害者の場合）

所得控除
40万円

同居特別障害者の障害者控除
（同一生計配偶者又は扶養親族が同居の特
別障害者である場合）

所得控除
75万円

小規模企業共済等掛金控除
（心身障害者扶養共済制度掛金等）

所得控除
掛金の金額

障害者等のマル優・特別マル優
（預貯金の金額、購入した公債の額面金額
等がそれぞれ350万円までの利子所得） 非課税
心身障害者扶養共済制度に基づいて支給さ
れる給付金

消 費 税 一定の身体障害者用物品の譲渡、貸付け、
製作の請負及び修理 非課税

住 民 税

障害者控除
（所得税の場合と同じ）

所得控除
26万円

問 各市町村税務担当課

※住民税は、賦課期日（課税基準
日）が１月１日となっており、
前年の所得に対して課税されま
す。

特別障害者控除
（所得税の場合と同じ）

所得控除
30万円

同居の特別障害者の扶養控除
（所得税の場合と同じ）

所得控除
53万円

小規模企業共済等掛金控除
（心身障害者扶養共済制度掛金等）

所得控除
掛金の金額

前年の合計所得金額が135万円以下の障が
い者 非課税

個人事業税

重度の視覚障害者（失明または両目の矯正
視力0.06以下の者）が行うあん摩、マッ
サージ、指圧、はり灸、柔道整復等医業に
類する事業

非課税

問 各県税事務所

前年の合計所得金額が300万円以下の障が
い者

年5千円以下が
減免（申請によ
る）

贈 与 税
一定の扶養信託契約に基づき、特定障害者
を受益者とする財産の信託があった場合
で、信託受益権の価格のうち6,000万円（特
別障害者以外は3,000万円）までの金額

非課税 問 最寄りの税務署

相 続 税
相続または遺贈によって財産を取得した者
が法定相続人に該当し、かつ障害者である
場合

85歳 に 達 す る
ま で の 年 数 に
10万円 （特別障
害者は20万円）
を乗じて計算し
た金額を相続税
額から控除

問 最寄りの税務署
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2．自動車税、軽自動車税、固定資産税の減免
（1）自動車税の減免　共通

次のいずれかに該当し、下記の対象範囲等、条件に適合する場合、自動車税について全額または一部減
免します。
●本人所有、本人運転
年齢18歳以上の身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者又は戦傷病者本人が自動車を所有し、当

該身体障がい者等本人が専ら運転する場合
●本人所有、家族運転
年齢18歳以上の身体障がい者又は戦傷病者本人が自動車を所有し、当該身体障がい者又は当該戦傷病

者の通学、通院、通所、生業その他社会参加のために当該身体障がい者等と生計を同一にする方が運転
する場合

●本人又は家族所有、家族運転
年齢18歳未満の身体障がい者、知的障がい者若しくは精神障がい者本人又は、その身体障がい者等と

生計を同一にする方が自動車を所有し、専ら当該身体障がい者等の通学、通院、通所、生業その他社会
参加のために当該身体障がい者等と生計を同一にする方が運転する場合

●本人所有、常時介護者運転
身体障がい者等（減免対象者）のみで構成される世帯の身体障がい者等が自動車を所有し、当該身体

障がい者等の通学、通院、通所、生業その他社会参加のために、週３日以上かつ１年以上継続的に当該
身体障がい者等を常時介護する方が運転する場合

○減免限度額
年税額で45,000円（重課対象車は45,400円）

※上記限度額を超える税額について負担いただくことになります。
※減免は１人１台
※減免対象車両は、「自家用」に限ります。
※「所有」とは自動車検査証の所有者であることをいいます。ただし、所有権留保付自動車で所有が自動
車販売店の場合は使用者であることをいいます。

●減免申請の手続き
①新たに自動車を購入した場合は、自動車の登録時から30日以内に手続きが必要です。
→自動車税事務所、飛騨県税事務所自動車税出張所へ申請してください。

②翌年度の減免申請に係るものは、毎年４月１日から翌年度の納期限（通常５月31日）まで。
ただし、翌年度の４月１日午前０時現在、前記の減免条件に該当していることが必要です。
→自動車税事務所、飛騨県税事務所自動車税出張所、各県税事務所へ申請してください。

③申請期限後に減免条件に該当した等の場合は、随時、減免申請することができます。
ただし、既に所有している自動車について自動車の納税義務がある場合に限ります。
→自動車税事務所、飛騨県税事務所自動車税出張所、各県税事務所へ申請してください。

●対象者
障がい区分 減免の対象となる範囲

視覚 １、２、３、４級
聴覚 ２、３級
平衡機能 ３級
音声機能 ３級（喉頭摘出による音声機能障がいの場合に限る）
上肢（脳原性含む） １、２、３級
下肢（脳原性含む） １、２、３、４、５、６級
体幹 １、２、３、５級
乳幼児期以前の非進行性の脳病変
による運動機能障がい

上肢機能 １、２、３級
移動機能 １、２、３、４、５、６級
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障がい区分 減免の対象となる範囲
心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう又は直腸、小腸の
機能障がい １、３級

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がい、肝臓
機能障がい １、２、３級

知的障がい Ａ、Ａ１、Ａ２
精神障がい １級

●申請に必要な書類
・減免申請書（自動車税事務所、飛騨県税事務所自動車税出張所、各県税事務所に用意してあります。）
・身体障害者手帳等　・自動車検査証又は自動車検査証記録事項（電子車検証の券面の写し不可、自動車検
査証記録事項及び電子化前の自動車検査証は写し可）

・運転免許証（両面写しにて可）又はマイナ免許証（原本）（両面を印刷したものでも可）
・同一生計者が運転する場合は、世帯全員の住民票（交付日から３カ月以内のもので、個人番号（マイナンバー）
の記載がなく、障がい者の方と運転者、自動車の所有者がすべて記載されていること）

※世帯全員の住民票で生計同一であることが確認できない場合は、以下に例示する生計同一の事実を証明す
る書類を世帯全員の住民票の代わりに提出又は提示することが必要となります。
・福祉事務所等が交付する「生計同一証明書」（交付日から３カ月以内のもの）
・資格確認書（原本）、マイナ保険証（資格情報を確認できる画面の印刷でも可）のいずれか（被保険者と
被扶養者の記載があるもので有効期限内のもの）（※）

・源泉徴収票（原本）（扶養関係の記載がある直近のもの）（※）
・確定申告書（控）（扶養関係の記載がある直近のもの）（※）

（※の書類については、障がい者の方と運転者及び所有者が記載されている住民票も併せて必要となります。）
※本人が社会福祉施設等に入所されている場合は、生計の中心が施設であるため、生計を同一にしていると
は認められませんのでご注意ください。長期間入院している場合も含みます。

・常時介護者が運転する場合は、常時介護証明書（交付日から３カ月以内のもの）

○「世帯全員の住民票」、「生計同一証明書」、「常時介護証明書」の発行先

●減免を受けている自動車を買い換える場合
減免を受けられる自動車は、軽自動車を含めて１人の障がい者等につき１台です。
現在所有している自動車の登録抹消、又は名義変更の手続き後、新しい自動車（新車・中古車共）の登録

申請から30日以内に減免申請手続きをしてください。ただし、名義変更の場合、当該年度の自動車の減免は
受けることができません。

●現在減免を受けている方へ
次の場合には、自動車税事務所又は飛騨県税事務所自動車税出張所に必ずご連絡ください。

・住所が変わった時
・身体障がい者等の方が亡くなられた時
・身体障害者手帳等の再交付を受けた時
・身体障害者手帳等の等級に変更があった時
・減免を受けている自動車を買い換える時（事前に相談してください。）
・その他、減免申請時の状況に変更があった時

区　　　分 住民票謄本 生計同一証明書、常時介護証明書
身体障害者手帳をお持ちの方

市町村
住民票担当課

市町村の福祉担当課
療育手帳をお持ちの方
精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方 県保健所（岐阜市は市保健所）
戦傷病者手帳をお持ちの方 県地域福祉課

― 57 ―



10

税
金
・
公
共
料
金

3．公共料金等 
（1）NHK放送受信料の免除　共通

（2）点字郵便物の無料取扱い等　共通

区　分 内　容 免　除 備　考

NHK 放送
受信料の免除

・「身体障がい者」「知的障がい者」「精神
障がい者」が世帯構成員であり、世帯全
員が市町村民税（住民税）非課税の場合。

全額免除
市町村長の証明を受けた上での
申請または、NHK の窓口に各
種証明書類等を持参した上での
申請となります。

・視覚・聴覚障がい者が世帯主の場合。
・重度の障がい者（身体障がい者（１級・

２級）、知的障がい者（Ａ１、Ａ２）、精
神障がい者（１級）が世帯主の場合。

半額免除

問 市町村役場
　 NHK岐阜放送局
　 TEL 058-264-4612
　 FAX 058-264-4638
　 受付時間：午前10時～午後５時　
（土曜・日曜・祝日及び12月29日～１月３日を除く）

区　分 内　容 免　除 備　考

点字郵便物
の無料扱い

・盲人用点字のみを掲げたものを
内容とするもの（３㎏以下） 無料

（特殊取扱
料を除く）・盲人用の録音物又は点字用紙を

内容とする郵便物（３㎏以下）
点字図書館、点字出版施設等の盲人福祉
施設等（日本郵便株式会社の指定するも
のに限る）において発受するもの

ゆうパック
料金の軽減

・心身障がい者用ゆうメール
（重量３㎏以下）

重量別の
運賃

図書館法に規定する図書館と身体に重度
の障がいがある者又は知的障がいの程度
が重い者との間に発受するゆうメール

・点字ゆうパック サイズ別の
運賃

盲人用点字のみを掲げたものを内容とす
るゆうパックで「点字ゆうパック」と記
載したもの（重量30kg 以下）

その他ご不明な点等がございましたら、自動車税事務所又は飛騨県税事務所自動車税出張所におたずねくだ
さい。

	 問 手帳をお手元にご準備のうえおたずねください。 
	 　 自動車税について
	 　 ●自動車税事務所	 ●飛騨県税事務所自動車税出張所
	 　　TEL 058-279-3781	 　TEL 0577-36-1400
	 　　FAX 058-279-5677	 　FAX 0577-36-1402

（2）軽自動車税の減免　共通
自動車検査証の「使用の本拠の位置」欄に記載されている住所の市町村が、軽自動車税を課税しますので、

各市町村税務担当課へお問い合わせください。

（3）固定資産税の減免　共通
固定資産税の減免措置の有無については、市町村により異なりますので、各市町村税務担当課へお問い

合わせください。
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（3）NTT104番（電話番号案内）の無料措置　共通

対
象
者

①身体障がい者手帳の交付を受けている者のうち次のいずれかの障がいのある方
・視覚障がい（１～６級）
・肢体不自由（上肢、体幹又は乳幼児期以前の非進行性脳病変による運動機能障がい）（１級、２級）
・聴覚障がい（２級～６級）
・音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障がい（３級、４級）

②戦傷病者手帳の交付を受けている者のうちいずれかの障がいがある方
・視力の障がい（特別項症～第６項症）
・上肢の障がい（特別項症～第２項症）
・聴覚障がい（第２項症、第４項症）
・音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障がい（第１項症、第２項症、第４項症）

③療育手帳の交付を受けている方
④精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けている方

申
込
方
法

1．フリーダイヤル：0120-104174（NTT 西日本ふれあい案内担当）へ事前申込し、申込書が送
付されます。

2．①申込書に電話番号・氏名・住所・生年月日・証明する手帳（身体障がい者手帳、戦傷病者手帳、
療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳）等の手帳番号、希望の暗証番号（４けたの番号）等
の必要事項を記入。

②証明する手帳のコピー（氏名・生年月日・手帳番号・障がい名・級別・障がいの程度の記載部分）
を同封し NTT 西日本ふれあい案内担当へ送付します。

③返送いただいた申込書と手帳コピーにて「ふれあい案内」へ登録いたします。
※完了通知は郵送、若しくは電話により連絡いたします。

利
用
方
法

登録者はフリーダイヤル：0120-104565［受付時間：午前９時～午後５時（年中無休）］におかけ
いただき、
①届けの登録番号（電話番号）、暗証番号（４けたの番号）を告げ、
②オペレーターが無料対象者の登録確認したのち、無料で電話番号をお調べし、ご案内いたします。

問 0120-104174（フリーダイヤル）
受付時間：午前９時～午後５時
（土曜・日曜・祝日及び12月29日～１月３日を除く）
携帯電話、PHSからもつながります。

区　分 内　容 免　除 備　考

ゆうパック
料金の軽減 ・聴覚障がい者用ゆうパック サイズ別の

運賃

聴覚障がい者福祉施設（日本郵便株式会
社の指定するものに限る）と聴覚障がい
者との間に、貸出し又は返却のために発
受するビデオテープ、その他の録画物

（DVD など）を内容とする荷物（重量
30㎏以下）で「聴覚障がい者用ゆうパッ
ク」と記載したもの

定期刊行物
の第三種郵
便物の低料
金扱い

・第三種郵便物の認可を受けた定
期刊行物のうち、心身障がい者
団体が障がい者の福祉を図るこ
とを目的として発行する郵便物

心身障がい
者用低料第
三種郵便物
料金扱いと
なる

心身障がい者団体（その刊行物が心身障
がい者の福祉の向上を図ることを目的と
して発行されていることを、公共機関が
証明することができるものに限る）が発
行するもの
※以下の場合、証明書を再度提出してい

ただきます。
①当社が必要であると認めた場合
②定期刊行物の題号、掲載事項の種類又

は発行人を変更する場合
問 発行人の所在地の配達を受け持つ郵便局又はお客様サービス相談センター
0120-232886（フリーダイヤル）
平　　　日　午前８時～午後９時
土・日・祝日　午前９時～午後９時
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（4）携帯電話料金等の割引　共通
障がいのある方が携帯電話を利用する際、通話料等の割引や障がい者用料金プランが利用できます。割

引内容は携帯電話会社によって異なりますので、詳しくは各社にお問い合わせください。
○対象者　身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方

問 携帯電話各社

（5）公共施設の入場料等の減免　共通

施設名 所在地 減免内容

身体障がい者
知的障がい者
精神障がい者
難 病 患 者
本人 介助者等

岐阜メモリアルセンター 〒502-0817
岐阜県岐阜市長良福光大野
2675-28

施設使用料
全額免除

（一部除外あり）

手帳等所持者
及び

介助者等１名

TEL 058-233-8822
FAX 058-231-3484
岐阜県長良川球技場

〒502-0817
岐阜県岐阜市長良福光青襖2070-7TEL 058-233-8822

FAX 058-231-3484
岐阜県長良川スポーツ
プラザ 〒502-0817

岐阜県岐阜市長良福光青襖2070-7TEL 058-295-6300
FAX 058-295-6301
岐阜アリーナ

〒500-8384
岐阜県岐阜市薮田南2-1-1TEL 058-272-1336

FAX 058-274-4966
岐阜県グリーンスタジアム

〒504-0924
岐阜県各務原市下切町6-1-4

会議室
コート使用料　
全額免除

TEL 058-380-2211
FAX 058-389-3611
岐阜県クリスタルパーク
恵那スケート場 〒509-7122

岐阜県恵那市武並町竹折970-1
施設使用料
全額免除

（一部除外あり）TEL 0573-28-3390
FAX 0573-28-3369
岐阜県川辺漕艇場

〒509-0304
岐阜県加茂郡川辺町中川辺1675-3

施設使用料
全額免除TEL 0574-53-2623

FAX 0574-53-6006
岐阜県高山陣屋

〒506-0012
高山市八軒町1-5

入場料
全額免除

（介助者等一部除外あり）
TEL 0577-32-0643
FAX 0577-32-0612
岐阜県博物館 〒501-3941

岐阜県関市小屋名1989
（岐阜県百年公園内）

入館料
全額免除TEL 0575-28-3111

FAX 0575-28-3110
岐阜県美術館

〒500-8368
岐阜市宇佐4-1-22

観覧料等
全額免除

TEL 058-271-1313
FAX 058-271-1315
岐阜県現代陶芸美術館 〒507-0801

岐阜県多治見市東町4-2-5
（セラミックパーク MINO 内）

TEL 0572-28-3100
FAX 0572-28-3101
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施設名 所在地 減免内容

身体障がい者
知的障がい者
精神障がい者
難 病 患 者
本人 介助者等

岐阜県福祉友愛プール
〒502-0854
岐阜市鷺山向井2563-18

施設利用料
全額免除

手帳等所持者
及び

介助者等１名

TEL 058-295-1100
FAX 058-295-1020
岐阜県福祉友愛アリーナ

〒502-0931
岐阜市則武1816-1TEL 058-233-7500

FAX 058-233-7506
岐阜かかみがはら
航空宇宙博物館 〒504-0924

各務原市下切町5丁目1番地
入館料
半額免除TEL 058-386-8500

FAX 058-386-9912
ぎふ木遊館

〒502-8503
岐阜市学園町2-33

入館料
全額免除TEL 058-215-1515 

FAX 058-231-2755
ぎふワールド・ローズ
ガーデン 〒509-0213

岐阜県可児市瀬田1584-1
入園料
全額免除TEL 0574-63-7373

FAX 0574-63-7374
世界淡水魚園水族館 〒501-6021

岐阜県各務原市川島笠田町1453
河川環境楽園内

入館料
（一般料金）
半額免除

TEL 0586-89-8200
FAX 0586-89-8201
養老天命反転地

〒503-1267
岐阜県養老郡養老町高林1298-2

入場料
全額免除TEL 0584-32-0501

FAX 0584-32-4507
岐阜関ケ原古戦場記念館 〒503-1501

岐阜県不破郡関ケ原町関ケ原
894-55

入場料
全額免除TEL 0584-47-6070

FAX 0584-43-0420
ぎふ清流文化プラザ

〒502-0841
岐阜県岐阜市学園町3-42

施設利用料
全額免除

（一部除外あり）
岐阜県障害者社会参加
推進センター加盟団体等TEL 058-233-5810

FAX 058-233-5811
※入場の際もしくは入館券購入時に、手帳（障害者手帳アプリ「ミライロ ID」を含む）、特定医療費（指定難病）
受給者証、登録者証等を提示してください。

※詳細は、随時、各施設へご確認ください。
※市町村立施設については、市町村ごとに減免を行っている場合がありますので、施設若しくは市町村窓
口へおたずねください。

問 各対象施設

※ミライロ ID（デジタル障害者手帳アプリ）
アプリに取り込んだ障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳）の情報について、
マイナンバー連携により自治体の障害者手帳情報と認証を行うことができます。
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ハローワーク名 所　在　地 電話番号 管轄区域

ハローワーク岐阜 〒500-8719
岐阜市五坪1-9-1 TEL 058-247-3211

岐阜市　羽島市　各務原市
山県市　瑞穂市　本巣市
羽島郡　本巣郡

ハローワーク大垣 〒503-0893
大垣市藤江町1-1-8 TEL 0584-73-8609 大垣市　海津市　不破郡

養老郡　安八郡

ハローワーク揖斐 〒501-0605
揖斐郡揖斐川町極楽寺字村前95-1 TEL 0585-22-0149 揖斐郡

ハローワーク多治見 〒507-0037
多治見市音羽町5-39-1 TEL 0572-22-3381 多治見市　瑞浪市　土岐市

可児市　可児郡

ハローワーク高山 〒506-0053
高山市昭和町2-220 TEL 0577-32-1144 高山市　飛騨市　大野郡

下呂市（金山町除く）

ハローワーク恵那 〒509-7203
恵那市長島町正家1-3-12 TEL 0573-26-1341 恵那市

1．岐阜県障がい者総合就労支援センター　共通
障がい者の一般就労に向けた相談から職業訓練、職業紹介、職場定着までを総合的に支援します。身体、知的、
精神の３障がい全てを対象とし、個々の特性に応じた支援を行います。
	 問 〒502-8503　岐阜市学園町2-33（ぎふ清流福祉エリア内）
	 　 （TEL 058-201-4510　FAX 058-231-3760）

2．障害者職業能力開発校　共通

3．ハローワーク（公共職業安定所）　共通
ハローワーク（公共職業安定所）では、障がい者各人の障がい特性とニーズに応じた、きめ細かな職業相談
を行っています。このために公共職業安定所には、障がい者の職業相談、職業紹介を専門的に行う担当者が配
置されています。

入居機関 機　　能 電話・FAX番号

岐阜県障がい者雇用企業支援センター 就労支援：障がい者を雇用する企業と、
企業で働く障がい者を支援

TEL 058-215-0582
FAX 058-215-0583

岐阜県立障がい者職業能力開発校 職業訓練：一般就労を目指す障がい者の
知識や技能の習得を支援

TEL 058-201-4511
FAX 058-231-3760

岐阜県立ハローワーク 職業紹介：就職を目指す障がい者と企業
とのマッチングを支援

TEL 058-215-8609
FAX 058-231-3769

障害者就業・生活支援センター
（担当地域：岐阜市（長良川以北）、山県
市、本巣市、各務原市）

定着支援：働きたい障がい者、働く障が
い者の就業と生活を一体的に
支援

TEL 058-215-8248
FAX 058-215-8029

岐阜市超短時間ワーク応援センター

就労支援、定着支援：障がいや難病等の
その特性により、
長時間働くことが
難しい人が週20
時間未満でも働け
る雇用の支援

TEL 058-215-8280
FAX 058-215-8281

校　名 所在地等 訓練科目 備　考

岐阜県立障がい者
職業能力開発校

〒502-8503
岐岐阜市学園町2丁目33番地

（岐阜県障がい者総合就労支援センター内）
TEL 058-201-4511
FAX 058-231-3760

訓練期間１年
・基礎実務科
・OAビジネス科
・Webデザイン科

〇受講料は無料
〇通校又は入寮
〇定員は各科10名
〇ハローワークで受

講指示を受けて入
校した方には、訓
練手当等が支給さ
れます。
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